
○座間市教育委員会共催等名義使用承認要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、団体等が行う文化、体育等の教育に関する事業に対し座間市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）が共催、後援又は協賛（以下「共催等」という。）を行う

ことについて必要な事項を定めるものとする。 

（共催等の範囲） 

第２条 教育委員会の共催等は、次の各号に掲げる団体等が行う教育、学術、文化、芸術、体育

その他の事業で、本市の教育及び文化の振興に寄与すると認められるものについて行うこと

ができる。 

（１） 国、地方公共団体その他公共性のある法人 

（２） 次の条件を備える団体等 

ア 主催者の存在が明確であること。 

イ 役員その他事業関係者の所在、身分等が明らかであること。 

ウ 規約、会則等の定めがあり、団体意思が明らかであること。 

エ 堅実な活動実績を有し、事業遂行能力が十分にあると判断されるものであること。 

オ 設立の目的及び活動内容が公益に反しないと認められること。 

カ 原則として、県内に事務所を有すること。 

（３） その他教育委員会が特に認める団体等 

（共催） 

第３条 共催とは、教育委員会が事実上の主催者の一員として、事業を他の団体等と共同して実

施することを言い、次の各号に掲げる事業に対し行うことができる。 

（１） 市又は教育委員会が事業に要する経費の全部又は一部を補助金等により負担してい

る事業 

（２） 教育委員会が当該事業の企画及び運営に参加している事業 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要と認めたときは、共催を行うことができる。 

（後援及び協賛） 

第４条 後援とは、教育委員会が事業の趣旨に賛同するとともに、必要に応じて企画、運営等へ

の助言、指導等を含め、事業の推進を援助することをいう。また、協賛とは、教育委員会が

事業の趣旨に賛同することをいう。後援又は協賛は次の各号に掲げる事業に対して行うこと

ができる。 

（１） 全市的規模の事業内容で、特定の会員を対象としていない一般公開のものであるこ

と。 

（２） 営利を目的としない公益性のある事業内容であること。 

（３） 入場料、観覧料等が適正な額で、純益の使用目的が教育又は福祉向上に寄与するも

のであること。 



（４） 公衆衛生、災害防止等について十分配慮されていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要と認めたときは、後援又は協賛することが

できる。 

（共催等の申請） 

第５条 共催等の承認を受けようとする団体等は、座間市教育委員会共催等名義使用承認申請書

（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて教育委員会に申請しなければならない。た

だし、教育委員会が特に認めた場合は、添付書類の一部を省略することができる。 

（１） 団体等の規約又は会則 

（２） 団体等の役員名簿 

（３） 申請事業に係る経費の収支予算書 

（４） その他事業実施に伴う必要な書類（事業計画書、ポスター、パンフレットその他の

配布物） 

（５） その他教育委員会が必要と認める書類 

２ 共催にあっては事業開始の９０日前までに、後援及び協賛にあっては事業開始の３０日前ま

でに教育委員会に申請しなければならない。ただし、教育委員会が特に認めた場合は、この

限りではない。 

（共催等の承認及び不承認の決定） 

第６条 教育委員会は、前条に規定する申請があった場合は、その内容を審査し、承認の可否を

決定し、申請者に対して座間市教育委員会共催等名義使用承認書（第２号様式）又は座間市

教育委員会共催等名義使用不承認書（第３号様式）により通知するものとする。 

（共催等の不承認の要件） 

第７条 教育委員会は、団体等の実施する事業が次の各号のいずれかに該当するときは、共催等

を承認しないものとする。 

（１） 特定の政治活動、宗教活動又は教義の普及に関係している事業 

（２） 特定の思想、史観又は立場にくみすると捉えられ、本市の教育行政の中立性を損な

うおそれのある事業 

（３） 公序良俗に反するおそれその他社会的非難を受けるおそれのある事業 

（４） 専ら営利を目的とした事業 

（５） 団体等の構成員になることを前提とし、又は会員の勧誘を目的としていると判断さ

れる事業 

（６） その他教育行政の一般方針に反するもので、共催等を行うことが不適当と認められ

る事業 

２ 前項の場合において、申請者が損害を受けた場合、教育委員会は、その損害を賠償する責任

は負わない。 

（共催等の取消し） 



第８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合には、座間市教育委員会共催等名義

使用取消書（第４号様式）により、共催等の承認を取り消すことができる。この場合におい

て、教育委員会は以後、当該共催等を申請した団体について、共催等を行わないことができ

る。 

（１） 申請又は添付書類に虚偽があったと認められるとき。 

（２） 承認した事業の内容と異なる事業を実施したとき。 

（３） 関係法令に違反したとき。 

（４） 教育委員会が取り消しを必要と認めたとき。 

２ 前項の場合において、申請者が損害を受けた場合、教育委員会は、その損害を賠償する責任

は負わない。 

（事業報告） 

第９条 共催等の承認を受けた者は、当該事業終了後速やかに事業実施報告書（第５号様式）に

次に掲げる書類を添えて教育委員会に報告しなければならない。ただし、教育委員会が特に

認めた場合は、添付書類の一部を省略することができる。 

（１） 実施事業に係る経費の収支決算書 

（２） その他教育委員会が必要と認める書類 

（事務主管課等） 

第１０条 共催等の承認に関する事務は、当該共催等に係わる事業等の内容と関係する事務を所

掌する課等が行うものとする。 

附 則 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 
 

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することが

できる。 


